
旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金交付要綱

令和７年４月１０日

告示第４６号

（趣旨）

第１条 この告示は、与謝野町補助金等の交付に関する規則(平成１８年与謝野町規

則第３８号。以下「規則」という。)に定めるもののほか、与謝野町食と健康の拠点

施設利活用計画（以下「利活用計画」という。）に定める施設利活用目的を踏まえ

た運営により、農村コミュニティの維持発展と地域経済循環の推進を図るため、民

間事業者が行う施設整備、販路開拓、人材育成等を目的とした事業に要する経費に

対し、予算の範囲内で補助金を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。

(補助対象者)

第２条 補助金の対象となる事業者は、旧与謝野町食と健康の拠点施設運営事業者と

して選定された民間事業者（以下「運営事業者」という。）とする。

（補助対象事業及び補助対象経費）

第３条 補助対象事業及び補助対象経費は、別表に定めるところによる。

２ 前項の規定にかかわらず、この告示による補助金以外の助成を受ける場合にあっ

ては、その対象となる事業は、補助対象外とする。

（補助金額）

第４条 補助金の額は、別表の補助対象経費の額に補助率を乗じて得た額以内の額

（同表の上限額を限度とする。）とする。この場合において、算出した補助金の額

に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。

（交付申請）

第５条 運営事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、旧与謝野町食と健康

の拠点施設運営支援事業費補助金交付申請書（様式第１号）を町長に提出しなけれ

ばならない。

２ 前項の申請書には規則第５条第１項に掲げる書類を添付しなければならない。

（交付決定）

第６条 町長は、前条の規定による交付申請書を受理したときは、その内容を審査し、

補助金の交付の可否を決定するとともに、旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援

事業費補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により運営事業者に通知す

るものとする。

（変更又は中止の承認申請）

第７条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた運営事業者（以下「補助事業

者」という。）は、前条の規定により補助金の交付の決定を受けた事業（以下「補

助対象事業」という。）を変更し、又は中止しようとするときは、旧与謝野町食と

健康の拠点施設運営支援事業費補助金変更（中止）承認申請書（様式第３号）を遅

滞なく町長に提出し、その承認を受けなければならない。



２ 町長は、前項の規定による変更（中止）承認申請書を受理したときは、その内容

を審査し、補助金交付の変更の可否又は取消を決定するとともに、旧与謝野町食と

健康の拠点施設運営支援事業費補助金変更（中止）承認通知書（様式第４号）によ

り通知するものとする。

（実績報告）

第８条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、遅滞なく旧与謝野町食と健

康の拠点施設運営支援事業費補助金実績報告書（様式第５号）を町長に提出しなけ

ればならない。

（補助金額の確定）

第９条 町長は、前条の規定による実績報告書を受理したときは、必要に応じて現地

調査を行うなど速やかに当該実績報告書の審査を行い、補助対象事業の実績が補助

金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべ

き補助金の額を確定し、旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金確定

通知書（様式第６号）により運営事業者に通知するものとする。

（補助金の請求）

第１０条 補助事業者は、前条の規定による確定通知書により通知を受けて補助金を

請求しようとするときは、旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金請

求書（様式第７号）を町長に提出しなければならない。

（概算払）

第１１条 町長は、補助対象事業の目的を達成するため必要があると認めたときは、

交付決定額を限度として概算払により補助金を交付することができる。

２ 補助事業者は、前項の規定により補助金の交付を受けようとするときは、第６条

又は第７条第２項の規定による通知を受けた後、旧与謝野町食と健康の拠点施設運

営支援事業費補助金概算払請求書(様式第８号)を町長に提出するものとする。

（交付決定の取消し）

第１２条 町長は、補助事業者が偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けた

とき又は第１５条第２項に規定する期間を経過する日までに財産の処分を行った

ときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消し、その旨を書面により当該

補助決定者に対し通知するものとする。

２ 前項の規定は、補助金の額の確定があった後においても適用するものとする。

（補助金の返還）

第１３条 前条の規定により補助金の交付を取り消した場合において、その取消し部

分に関し既に補助金が交付されているときは、当該取消しを通知した者に対し、書

面により、期限を定めて補助金の返還を命ずることができる。

（財産の管理及び取得後の責任）

第１４条 補助事業者は、補助対象事業が完了した後も、当該補助対象事業により取

得し、又は効用の増加した財産を、善良な管理者の注意をもって適切に管理しなけ

ればならない。



（財産処分の制限）

第１５条 補助事業者は、取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上の財産を譲渡、

交換、貸付又は担保に供してはならない。ただし、当該財産の耐用年数を勘案して

町長が定める期間を経過した場合又は町長がやむを得ない事由があると認める場

合は、この限りでない。

２ 前項ただし書に規定する町長が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関す

る省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数又は交付決定の日から１

０年のいずれか短い期間とする。

（その他）

第１６条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。

附 則

この告示は、令和７年４月１０日から施行する。



別表（第３条、第４条関係）

事業区分 補助対象事業 補助対象経費 補助率 上限額

施設整備事業 建築物（建築物

と不可分となっ

ている機能を有

する設備を含

む。）の新築、

増築、模様替

え、改築、補

修、修繕、解体

撤去及び構築物

等の整備に係る

事業

建築費、改修費、

修繕費、建物に付

随する設備に要す

る経費、設計監理

委託費、解体撤去

処分費、用地造成

費、外構工事費及

び原材料費

１０／１０ 38,700 千円

経営支援事業 経営指導、経営

分析等に係る事

業

報償費、旅費交通

費及び外部委託費

１/２ 1,000 千円

雇用・人材育

成事業
求人活動、社員

研修、資格取

得、受講料等に

係る事業

報償費、旅費交通

費、外部委託費、

受講料、使用料及

び賃借料

販路開拓・プ

ロモーショ

ン・商品開発

事業

施設及び運営内

容の広報宣伝、

マーケティング

調査及び集客、

商品開発等に係

る事業

広報費、旅費交通

費、外部委託費、

通信運搬費及び印

刷製本費

施設保全事業 活用区域（利活

用計画に掲げる

活用区域をい

う。）外の区域

の管理に係る事

業

外部委託費、原材

料費、備品購入

費、燃料費及び消

耗品費 １０／１０ 300 千円



様式第１号（第５条関係）

年 月 日

与謝野町長 様

住所

(法人・団体名)

代表者氏名 印

担当者氏名

（ＴＥＬ － ）

旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金交付申請書

旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金交付要綱第５条の規定により、補助金の

交付を受けたいので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

１ 補助金交付申請額 金 円

２ 添付書類

(1)事業実施計画書（別紙１）

(2)事業費所要額調（別紙２）

(3)事業収支予算書（別紙３）

(4)その他



別紙１

事業実施計画書

事業区分

事業概要

事業内容

○施設整備事業

○経営支援事業

○雇用・人材育成事業

○販路開拓・プロモーション・商品開発事業

○施設保全事業

実施予定場所

実施時期

（申請年度の年度末

までに支払いまで完

了すること）

年 月 日 ～ 年 月 日



別紙２

事業費所要額調

（単位：円）

※合計欄の補助金所要額は千円未満切捨て

経費名称 経費区分
補助事業に

要する経費
補助金所要額

○施設整備事業

合 計

○経営支援事業

○雇用・人材育成事業

○販路開拓・プロモーシ

ョン・商品開発事業

合 計

○施設保全事業

合 計



別紙３

事業収支予算書

１ 収入の部 （単位：円）

２ 支出の部 （単位：円）

区 分 予 算 額

町補助金

自己資金

合 計

区 分 予 算 額

合 計



様式第２号（第６条関係）

与謝野町指令 第 号

(法人・団体名)

代表者氏名 様

旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金交付（不交付）決定通知書

年 月 日付けで申請のあった旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金交

付申請について、下記のとおり交付する（交付しない）ことに決定したので条件を付し、旧与謝

野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金交付要綱第６条の規定により通知します。

年 月 日

与謝野町長 印

記

交付決定額 金 円

（ 条件 ）

１ この補助金の交付対象となる事業は、旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金交付

申請書に記載のとおりとする。

２ 補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）、補

助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号）、地域再生法施行

規則（平成 17 年内閣府令第 53 号）、新しい地方経済・生活環境創生交付金制度要綱（令和 7年 1月

31 日府地創第 22 号 、府地事第 41 号、6 農振第 2322 号、20250121 財経第 1 号、国総政第 45 号、環

政総発第 2501303 号）、内閣府における補助金等に係る財産処分の承認手続等について（平成 20 年

府会第 393 号。以下「内閣府通知」という。)、与謝野町補助金等の交付に関する規則（平成 18 年

3 月 1 日規則第 38 号）、旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金交付要綱（令和 7年

与謝野町告示第〇号）の定めるところに従わなければならない。

３ 補助事業者は、当該事業によって取得し、又は効用を増加させた財産（以下この条において「取得

財産等」という。）のうち、取得価格又は効用の増加価格が 50 万円以上のものについて、交付金の

交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄しようとするときは、

あらかじめ与謝野町長の承認を受けなければならない（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭

和 40 年大蔵省令第 15 号に定められている耐用年数に相当する期間を経過した場合を除く。）。

４ 補助事業者が、取得財産等を処分することにより内閣府通知（2 納付金の取扱いに係る箇所）に基

づき収入があると認める場合には、その収入の全部又は一部を納付させることがある。

５ 補助事業者は、取得財産等については、事業完了後においても善良なる管理者の注意をもって管

理するとともに、交付金交付の目的に従ってその効率的な運営を図らなければならない。

６ 補助事業者は、この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を補助事業終了

後の翌年度から起算し 10 年間保管しなければならない。

７ 補助事業者が交付決定に係る条件に違反した場合は、この補助金の全額又は一部を返還させるこ

とがある。



様式第３号（第７条関係）

年 月 日

与謝野町長 様

住所

(法人・団体名)

代表者氏名 印

担当者氏名

（ＴＥＬ － ）

旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金変更（中止）承認申請書

年 月 日付け 第 号により交付決定を受けた上記補助金に係る事業

の内容を下記のとおり変更（中止）したいので、旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費

補助金交付要綱第７条第１項の規定により承認されるよう申請します。

記

１ 変更（中止）の理由

２ 変更の内容

（１）事業の変更内容

（２）経費内訳 （単位：円）

変更前 変更後

経費の名称
補助事業に要する経費 補助金額

備考
変更前 変更後 変更前 変更後

合計



様式第４号（第７条関係）

与謝野町指令 第 号

(法人・団体名)

代表者氏名 様

旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金変更（中止）承認通知書

年 月 日付けで申請のあった旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金変

更（中止）承認申請について、下記のとおり決定したので旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支

援事業費補助金交付要綱第７条第２項の規定により通知します。

年 月 日

与謝野町長 印

記

変更交付決定額 金 円

（交付決定の際に付した条件）

１ この補助金の交付対象となる事業は、旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金交付

申請書に記載のとおりとする。

２ 補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）、補

助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号）、地域再生法施行

規則（平成 17 年内閣府令第 53 号）、新しい地方経済・生活環境創生交付金制度要綱（令和 7年 1月

31 日府地創第 22 号 、府地事第 41 号、6 農振第 2322 号、20250121 財経第 1 号、国総政第 45 号、環

政総発第 2501303 号）、内閣府における補助金等に係る財産処分の承認手続等について（平成 20 年

府会第 393 号。以下「内閣府通知」という。)、与謝野町補助金等の交付に関する規則（平成 18 年

3 月 1 日規則第 38 号）、旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金交付要綱（令和 7年

与謝野町告示第〇号）の定めるところに従わなければならない。

３ 補助事業者は、当該事業によって取得し、又は効用を増加させた財産（以下この条において「取得

財産等」という。）のうち、取得価格又は効用の増加価格が 50 万円以上のものについて、交付金の

交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄しようとするときは、

あらかじめ与謝野町長の承認を受けなければならない（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭

和 40 年大蔵省令第 15 号に定められている耐用年数に相当する期間を経過した場合を除く。）。

４ 補助事業者が、取得財産等を処分することにより内閣府通知（２ 納付金の取扱いに係る箇所）に

基づき収入があると認める場合には、その収入の全部又は一部を納付させることがある。

５ 補助事業者は、取得財産等については、事業完了後においても善良なる管理者の注意をもって管

理するとともに、交付金交付の目的に従ってその効率的な運営を図らなければならない。

６ 補助事業者は、この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を補助事業終了

後の翌年度から起算し１０年間保管しなければならない。

７ 補助事業者が交付決定に係る条件に違反した場合は、この補助金の全額又は一部を返還させるこ

とがある。



様式第５号（第８条関係）

年 月 日

与謝野町長 様

住所

（法人・団体名）

代表者氏名 印

担当者氏名

（ＴＥＬ － ）

旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金実績報告書

年 月 日付け 第 号により交付決定のあった上記補助金に係る事業

が完了したので旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金交付要綱第８条の規定によ

り、下記のとおり関係書類を添えて実績を報告します。

記

１ 全体事業費実績額 金 円

２ 添付書類

(1)事業実施報告書（別紙１）

(2)事業費精算書（別紙２）

(3)事業収支決算書（別紙３）

(4)その他



別紙１

事業実施報告書

事業区分

実施内容

○施設整備事業

○経営支援事業

○雇用・人材育成事業

○販路開拓・プロモーション・商品開発事業

○施設保全事業



別紙２

事業費精算書

（単位：円）

※合計欄の補助金所要額は千円未満切捨て

事業名 補助対象経費
補助事業に

要する経費 補助金所要額

○施設整備事業

合 計

○経営支援事業

○雇用・人材育成事業

○販路開拓・プロモーショ

ン・商品開発事業

合 計

○施設保全事業

合 計



別紙３

事業収支決算書

１ 収入の部 （単位：円）

２ 支出の部 （単位：円）

区 分 予算額 決算額 増減額

町補助金

自己資金

合 計

区 分 予算額 決算額 増減額

合 計



様式第６号(第９条関係)

番 号

年 月 日

旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金確定通知書

法人・団体名

代表者氏名 様

与謝野町長 印

年 月 日付けで実績報告書の提出があった旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事

業費補助金について、旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金交付要綱第９条の規

定に基づき、下記のとおり補助金の額を確定したので通知します。

記

１ 交付決定額 円

２ 交付確定額 円



様式第７号(第１０条関係)

旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金請求書

請求金額 金 円

ただし、 年 月 日付け 第 号により補助金の交付の確定を受けた旧与謝野町食と

健康の拠点施設運営支援事業費補助金として、旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補

助金交付要綱第１０条の規定に基づき、上記のとおり請求します。

年 月 日

与謝野町長 様

住所

法人・団体名

代表者氏名 ○印

口座振込先

金融機関名

金融機関名 本・支店名

口座種別
普通 ・ 当座

その他（ ）
口座番号

フリガナ

口座名義



様式第８号(第１１条関係)

旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補助金概算払請求書

請求金額 金 円

交付決定額 円

既交付済額 円

概算払請求額 円

差 引 残 額 円

ただし、 年 月 日付け 第 号により補助金の交付決定のあった旧与謝野町食と健

康の拠点施設運営支援事業費補助金について、旧与謝野町食と健康の拠点施設運営支援事業費補

助金交付要綱第１１条第２項の規定に基づき、上記のとおり概算払を請求します。

年 月 日

与謝野町長 様

住所

法人・団体名

代表者氏名 ○印

口座振込先

金融機関名

金融機関名 本・支店名

口座種別
普通 ・ 当座

その他（ ）
口座番号

フリガナ

口座名義


